
項　目 項　目

（様式２６） （様式２６）

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

様式２６

１．

２．

３．

４．

５．

　

Ⅳ．生コンクリート及び既製品の使用

生コンクリート及び既製品の使用は、請負者が別紙様式－１の発注書を
１部及び様式－２の承認書を２部提出し、承認書の発行をした後使用す
ること。

工事の竣工に際しては、請負者は工事日報とともに供試体試験結果表、
既製品については製作工場又は販売会社からの試験結果表を提出するこ
と

既製品についての詳細図は、必ず添付すること。

生コンクリート及び既製品の品質及び規格は、JIS規格品とする。JIS規
格のない場合は設計品質基準材料の製品であること。

コンクリートの試験については、コンクリート標準示方書によること。

様
式

２
６

番
号

工
  

種
使

用
材

料
名

材
料

規
格

等
単

位
設

計
数

量
製

造
業

者
名

及
び

仕
入

先
名

左
記

の
所

在
地

ＪＩ
Ｓ

製
品

(J
IS

　
№

)
提

出
年

月
日

確
認

年
月

日
備

  
考

　
※

提
出

す
る

際
に

は
、

「
工

事
打

合
せ

簿
」
を

表
紙

と
す

る
。

　
※

工
事

材
料

の
品

質
を

証
明

す
る

試
験

成
績

表
、

性
能

試
験

結
果

、
ミ

ル
シ

ー
ト

等
を

添
付

す
る

。

　
※

工
場

立
会

検
査

の
場

合
は

、
備

考
欄

に
「
工

場
検

査
」
と

記
入

す
る

。

工
事

材
料

品
質

規
格

事
前

確
認

書

工
事

名
工

事
番

号

36



項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

　

この工事について別紙のとおり生コンクリ－ﾄ及び既製品を発注し

契約したいので承認致します。

　

　

事務所長

請負者

３．路線・河川名　　　　　　　　　　　　　　　　　　線

１．工　　事　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

生コンクリ－ト及び既製品発注書

２．工　事　番　号　　　　　　　　第　　　　　　　号

　　　　　　            　 川

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　　　　　　　　　村

４．工事場所　　　　　　　　　　　　郡　　　　　　　　　町　　　　地内 　

住所

氏名　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　殿

年　　　月　　　　日
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

数 量

数 量

生 コ ン 種 類

28 日 設 計 基 準 強 度

最 大 粒 径

契 約 予 定 会 社

ス ラ ン プ

生　コ　ン　ク　リ　－　ト　発　注　品

契 約 予 定 会 社

製 造 工 事 名

生 コ ン 区 分 準　　備　　品 特　　注　　品

　　　　　　　　　　㎜ 　　　　　　　　　　　㎜

　　　　　　　　　　㎝ 　　　　　　　　　　　㎝

　　　　　　　　　N／㎟ 　　　　　　　　　　N／㎟

　　　　　　　　　　　㎥　　　　　　　　　　㎥

準　　備　　品 特　　注　　品

　　　　　　　　　　　㎜

　　　　　　　　　　　㎝ 　　　　　　　　　　　㎝

　　　　　　　　　N／㎟ 　　　　　　　　　N／㎟

　　　　　　　　　　　㎜

使用種別その他

備 考

備 考
使用種別その他

ス ラ ン プ

最 大 粒 径

製 造 工 事 名

生 コ ン 区 分

生 コ ン 種 類

28 日 設 計 基 準 強 度

　　　　　　　　　　　㎥ 　　　　　　　　　　　㎥
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

ＪＩＳ

　″外

　

ＪＩＳ

　″外

設 計 （ 強 度 等 ） 基 準 値

設 計 （ 強 度 等 ） 基 準 値

使 用 種 別 そ の 他

形 状 寸 法

試 験 結 果 値

試 験 年 月 日

使 用 数 量

既　製　品　発　注　書

品 目

契 約 予 定 会 社 名

製 造 工 場 名

形 状 寸 法

試 験 結 果 値

品 目

製 造 工 場 名

契 約 予 定 会 社 名

試 験 年 月 日

使 用 数 量

使 用 種 別 そ の 他
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

通りです。

　　　　　　　生コンクリ－ト及び既製品承認書

１．工　　事　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

２．工　事　番　号　　　　　　　　第　　　　　　　号

この工事について使用するコンクリ－ト及び既成品の適、否は別紙の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　　　　　　　　　村

４．工　事　場　所　　　　　　　　　　　　郡　　　　　　　　　町　　　　地内 　

　　　　　　　　　　            　 川

３．路線河川　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　線

年　　　　月　　　　日

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　住　所

事務所長　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　請負者
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

検　印 適 否

数　　量

　

検　印 適 否

数 量

注：検印は監督員を押印し、適、否、欄に○印をする。

生コンクリ－ト承認

標　　準　　品 特　注　品

備　考
使 用 種 別
そ の 他

ス ラ ン プ

備　考
使 用 種 別
そ の 他

最 大 粒 径

ス ラ ン プ

標　　準　　品

生 コ ン 種 類

28日設計基準強度

特　注　品

契 約 予 定 会 社 名

製 造 工 場 名

生 コ ン 区 分

生 コ ン 種 類

28日設計基準強度

契 約 予 定 会 社 名

製 造 工 場 名

生 コ ン 区 分

最 大 粒 径
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

検　　印 適 否

　

検　　印 適 否

注：検印は監督員が押印し、適、否、欄に○印をする。

使 用 種 別 そ の 他

試 験 年 月 日

使 用 数 量

形 状 寸 法

試 験 結 果 値

設 計 （ 強 度 等 ） 基 準 値

製 造 工 場 名

品 目

契 約 予 定 会 社 名

試 験 年 月 日

使 用 数 量

使 用 種 別 そ の 他

形 状 寸 法

試 験 結 果 値

設 計 （ 強 度 等 ） 基 準 値

　　　　　　　　　　既　製　品　承　認

品 目

契 約 予 定 会 社 名

製 造 工 場 名
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項　目 項　目

（様式３１） （様式３１）

２．提出書類
の様式

２．提出書類
の様式

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

様式３１

     条に基づき、下記のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。

工事番号： 受注者名：

工事名： 印

下記種別について、段階確認を行う予定であるので通知する。

監督職員名：

上記について、段階確認を実施し確認した。

監督職員名： 印

段　　階　　確　　認　　書

施　工　予　定　表

特記仕様書第

平成　　年　　月　　日

現場代理人名等：

平成　　年　　月　　日

記　　　事種　　　別 細　　　別 確認時期項目 施工予定時期

通　　知　　書

確 認 種 別 確 認 細 別 確認時期項目 確認時期予定日 確認実施日等

平成　　年　　月　　日

確　　認　　書

総　括
監督員

主　任
監督員

監督員
現  場
監督員

現　場
代理人

主　任
(監理）
技術者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所

様式３１

条に基づき、下記のとおり施工段階の予定時期を報告いたします。

受注者名：

工事名： 印

下記種別について、段階確認を行う予定であるので通知する。

監督職員名：

上記について、段階確認を実施し確認した。

監督職員名： 印

平成　　年　　月　　日

確　　認　　書

通　　知　　書

印

確 認 種 別 確 認 細 別 確認時期項目 確認時期予定日 確認実施日等

種　　　別 細　　　別 確認時期項目 施工予定時期

現場代理人名等：

平成　　年　　月　　日

記　　　事

段　　階　　確　　認　　書

施　工　予　定　表

特記仕様書第

平成　　年　　月　　日
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項　目 項　目

（追加）

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

４．再生資源の
利用の促進に
ついて

４．再生資源の
利用の促進に
ついて

別紙－３

再生材の使用に関する取扱いについて

１．再生材の種類

（１）再生クラッシャラン
、 、 、再生クラッシャランは 所要の修正ＣＢＲと粒度が得られるように路盤発生材 再生骨材

あるいはこれらを混合し、必要に応じて補足材を加えた再生資材をいう。

（２）再生粒度調整砕石
再生粒度調整砕石は、所要の修正ＣＢＲと粒度が得られるように路盤発生材、再生骨材、

あるいはこれらを混合し、必要に応じて補足材を加えて粒度と含水比を調整した再生資材を
いう。

（３）再生コンクリート砂
再生コンクリート砂は、セメントコンクリート発生材を破砕または解砕し、所定の粒度に

調整し、必要に応じて補足材を加えた再生資材をいう。

（４）再生加熱アスファルト混合物
アスファルトコンクリート再生骨材に、必要に応じて再生用添加剤、新アスファルトや補

足材を加えて製造した加熱アスファルト混合物をいい、道路舗装の表層・基層に適用する。

【用語の説明】
路盤発生材とは、舗装発生材のうち、路盤から発生する砕石、クラッシャラン、粒度調

整砕石、セメント安定処理路盤材、鉄鋼スラグ等の発生材をいう。
再生骨材とは、アスファルトコンクリート再生骨材、セメントコンクリート再生骨材、

路盤再生骨材の総称をいう。
アスファルトコンクリート再生骨材とは、アスファルトコンクリート発生材を破砕また

は解砕し、分級した骨材をいい、これには舗装発生材中のアスファルトを含む。

【注 意 事 項】
工事で発生したコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊は、産業廃棄物である

とともに、再生資源としても位置づけられるものである。再利用するには、有価物にする
ための再生処理をおこなう必要がある。

① 再資源化施設で再生材として処理されたものを有償で買い取り、工事で使用する。
② 移動式破砕機・仮設プラント等で自ら中間処理を行い、使用目的(場所)の品質・規

格に適合する有価物である再生クラッシャラン等にして使用する。
（使用にあたっては、廃棄物処理法の手続き等に注意してください ）。

※「有価物」－－－－－－－－－他人に有償で売却できるもの

２．適用工種

再 生 材 適 用 工 種
舗装の下層路盤材料

再生クラッシャラン 土木構造物の基礎材・裏込材・埋戻材
※ただし、アスファルトコンクリート再生骨材を含

む場合は、河川構造物に使用してはならない。

再生粒度調整砕石 舗装の上層路盤材料、埋戻材

再生コンクリート砂 電線共同溝、下水道の管路部等の基礎材

再生加熱アスファルト混合物 舗装の表層材・基層材
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項　目 項　目

（更新）

・引用図書の更新

・平成１３年３月３０日改正　国近技第７６号 ・平成２１年３月３１日改正　国官技第３３３号

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

６．土木安全施
工技術指針

６．土木安全施
工技術指針
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項　目 項　目

（更新）

・共通仕様書との整合

・平成１４年７月３１日改正　国官技第１１３号 ・平成１４年７月３１日改正　国官技第１１３号

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

１３．コンクリート
中の塩化物総

量規制及びアル
カリ骨材反応抑
制対策実施要

領

１３．コンクリート
中の塩化物総

量規制及びアル
カリ骨材反応抑
制対策実施要

領
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項　目 項　目

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

１３．コンクリート
中の塩化物総

量規制及びアル
カリ骨材反応抑
制対策実施要

領

１３．コンクリート
中の塩化物総

量規制及びアル
カリ骨材反応抑
制対策実施要

領

土木工事請負工事必携　新旧対照表
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項　目 項　目

（更新）
※引用図書の更新

・平成１５年１２月引用 ・平成２４年３月引用

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２１．ＴＳ・ＧＰＳ
を用いた盛土の
締固め情報化
施工管理要領
（案）

２１．ＴＳ・ＧＮＳ
Ｓを用いた盛土
の締固め管理
要領
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項　目 項　目

（更新）
※引用図書の追加

・平成２４年３月引用

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２２．ＴＳを用い
た出来形管理
要領
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項　目 項　目

（更新）

・平成１９年８月２０日　技第８４号 ・平成２５年１０月１８日　技第１８４号

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２４．建設工事
事故報告書に
ついて

２５．建設工事
事故報告書に
ついて

建設工事事故報告書について（改正） 
 
 奈良県県土マネジメント部（旧 土木部）発注工事及び業務にかかる事故報告書の作成に
つきましては、『「建設工事事故報告書について」平成１９年８月２０日付け技第８４号』
により、建設工事事故データベースシステム（ＳＡＳ）によることとしております。 
 先般、建設工事事故データベースシステムのガイドラインが一部改訂されたことから、
今後、事故の報告につきましては、下記のとおりとします。 
 

記 
 
１．事故報告書等の作成対象事故 

事故発生状況調書：県土マネジメント部発注工事の施工中並びに業務の実施中に発
生した事故（以下「事故」という。） 

事 故 報 告 書：事故発生状況調書をＳＡＳのシステム管理者に送信した上で、 
事故番号が附番された事故 
 

※事故番号が附番されるのは、対象登録事故の定義（次頁参照）によります。 
※事故の定義外であれば、それ以降のデータ登録（事故報告書）は不要です。 
 

２．事故報告書の様式 
建設工事事故データベースシステム（ＳＡＳ）により出力される様式 
システムによる作成については、「建設工事事故データベースシステム（ＳＡＳ）
のガイドライン」を参照してください。 
 

※上記ガイドラインは、以下のアドレスよりダウンロードしていただけます。 
http://sas.hrr.mlit.go.jp/ （国土交通省 ＳＡＳホームページ） 

 
３．事故報告書等の作成および提出期日 

事故発生状況調書：監督職員が作成し、ＳＡＳのシステム管理者へ送信する。 
（事故発生後２週間以内）

発注者事故報告書：監督職員が作成し、内容を確認後、受注者事故報告書と併せて
事業担当課、公共工事契約課及び技術管理課へ１部ずつ提出す
る。              （事故発生後２ヶ月以内）

受注者事故報告書：受注者が作成し、監督職員に提出する。監督職員が内容を確認
後、発注者事故報告書と併せて事業担当課、公共工事契約課及
び技術管理課へ１部ずつ提出する。（事故発生後２ヶ月以内）

ただし、監督職員は直ちに事業担当課及び技術管理課に通報するとともに、「事
故速報」様式に必要事項を記入し、事業担当課及び技術管理課に報告することとし
ます。  

また、労働基準監督署、警察署等の現場検証等の経過状況報告については、事業
担当課の指示に従うこととします。 

 
注）土木設計業務等委託の場合は、「監督職員」を「調査職員」に読み替えるものと

します。 
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項　目 項　目

２４．建設工事
事故報告書に
ついて

２５．建設工事
事故報告書に
ついて

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）
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項　目 項　目

２４．建設工事
事故報告書に
ついて

２５．建設工事
事故報告書に
ついて

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２４．建設工事
事故報告書に
ついて

２５．建設工事
事故報告書に
ついて
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項　目 項　目

（更新）

・平成１９年８月１５日　技第８１号 ・平成２５年１０月１５日　技第１７９号

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２７．適正なコン
クリート工事実
施に関わる請負
業者の遵守事
項について

２８．適正なコン
クリート工事実
施に関わる受注
者の遵守事項
について

適正なコンクリート工事実施に関わる請負業者の遵守事項

１．請負業者の責務

請負業者は、生コンクリートの品質確保において、工場から現場までの運搬管理が極めて重要
であることを認識するとともに、荷卸し以降の品質確保について責任を負うものとする。

２．品質及び施工管理に関する事項

（１）生コンクリート工場の選定に関すること
生コンクリート工場の選定については 「土木工事共通仕様書 「公共建築工事標準仕様、 」、

書」に基づき選定すること。
生コンクリート納入は、厳正な品質管理と安定供給ができるようにすること。

（２）生コンクリート運搬に関することについて
１）道路交通法等関係法令を遵守すること。
２）現場までの運搬ルートにおいて、大型車規制等の規制対象範囲がないか確認すること。
３）生コンクリート納入時には、過積載が行われないよう主任技術者等責任者が必ず立会い、

伝票等で過積載のないことを確認すること。

（３）施工に関することについて
１）原則として、土曜日、日曜日、祝日の生コンクリート打設は行わない。やむを得ず打設す

る場合には、監督職員と協議し、了解を得ること。
２）加水及び加水の疑いが生じるような行為を行わないよう下請業者及び生産者(生コンクリ

ート工場)を指導すること。なお、生コンクリート運搬車の洗浄は、加水行為と疑われな
いように注意するとともに、生コンクリートの打設前は洗浄しないこと。
３）降雨、降雪時の生コンクリート打設は原則行わないものとする。ただし、少雨であり、か

つ十分な降雨対策を行い、生コンクリートを打設する場合には、監督職員と協議する。
４）生コンクリートをポンプ打設する際には、現場状況に応じた適正なポンプ車(能力に余裕

のある機種等)を使用すること。また、ポンプ打設に関わる適正資格(圧送施工技能士等)
を有する業者が施工すること。

３．遵守事項が守れなかった場合の措置

（１）品質に関わる措置
生コンクリートの加水行為等が判明した場合は、当該構造物の品質を確認し、除去等の改

善措置を講じること。なお、加水行為を行った生コンクリート工場は、当該工事において
使用しないものとする。

（２）運搬に関わる措置
運搬に関わる遵守事項が守れなかった場合には、速やかに改善措置を講じること。

４．改善措置の確認及び費用負担

（１）改善措置計画等が確認されるまで、コンクリート打設工事は中断するものとする。

（２）調査、試験、改善計画、工事中断にかかるすべての費用は、請負業者の負担とする。

５．工事成績への適切な評価
違反行為が生じた場合、発注者は工事成績点に厳格かつ適切に反映する。

適正なコンクリート工事実施に関わる受注者の遵守事項

１．受注者の責務

受注者は、生コンクリートの品質確保において、工場から現場までの運搬管理が極

めて重要であることを認識するとともに、荷卸し以降の品質確保について責任を負う

ものとする。

受注者は、施工計画書にコンクリート打設計画の記載にあたり、打設時の気温・コ

ンクリート温度管理計画、投入高さ、気温に適した打ち込み・打ち重ね時間、型枠・

支保工の取り外し時期を明記してこれに基づき、打設作業を行わなければならない。

コンクリート圧送作業をする際には、ポンプ機種等を含めたコンクリートの打設計画

を記述すること。

2．品質及び施工管理に関する事項

（１）生コンクリート工場の選定に関することについて

生コンクリート工場の選定については、｢土木工事共通仕様書（案）の一部改正に

ついて｣（ﾚﾃﾞｨｰﾐｸｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄの調達について）平成24年４月２日付け技第１号の１部

長通知に基づき選定すること。

生コンクリート納入は、厳正な品質管理と安定供給ができるようにすること。

（２）生コンクリート運搬に関することについて

１）道路交通法等関係法令を遵守すること。

２）現場までの運搬ルートにおいて、大型車規制等の規制対象範囲がないか確認す

ること。

３）生コンクリート納入時には、過積載が行われないよう主任技術者等責任者が必

ず立会い、伝票等で過積載のないことを確認すること。

４）建設現場で使用されず不要となり運搬車ドラム内に残った生コン（以下 「残、

コン」と略称）で商品として不要になったものは、産業廃棄物の「ガラスくず、

コンクリートくず及び陶磁器くず」として、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

に基づき適切に処理すること。

・他者の産業廃棄物を業として処理する場合、地方公共団体の許可を取得する必要

がある。

・コンクリート圧送作業後にコンクリートポンプ内で発生する残コンは､廃棄物に当

たり、産廃収集運搬許可のない圧送業者がコンクリートポンプ車で持ち帰る (運

搬する)ことは法令違反となる｡

（３）施工に関することについて

１）原則として、土曜日、日曜日、祝日の生コンクリート打設は行わない。やむを

得ず打設する場合には、監督職員と協議し、了解を得ること。

２）加水及び加水の疑いが生じるような行為を行わないよう下請業者及び生産者(生

コンクリート工場)を指導すること。なお、生コンクリート運搬車の洗浄は、加水

行為と疑われないように注意するとともに、生コンクリートの打設前は洗浄しな

いこと。
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項　目 項　目

２７．適正なコン
クリート工事実
施に関わる請負
業者の遵守事
項について

２８．適正なコン
クリート工事実
施に関わる受注
者の遵守事項
について

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３）生コン運搬車を現場内で洗浄しようとする場合、洗浄水が打設中のコンクリー

トに混入しないよう配置計画するとともに、生コン運搬車の洗浄設備(洗浄水受け

等)を設け、洗浄水は適切に処理すること。生コン運搬車の水洗いは、運搬経路上

など洗浄設備のない場所では行わないこと。

４）降雨、降雪時の生コンクリート打設は原則行わないものとする。ただし、少雨

であり、かつ十分な降雨対策を行い、生コンクリートを打設する場合には、監督

職員と協議すること。

５）生コンクリートをポンプ打設する際には、現場状況に応じた適正なポンプ車(能

力に余裕のある機種等)を使用すること。また、ポンプ打設に関わる適正資格(圧

送施工技能士等)を有する業者が施工すること。

コンクリーﾄのポンプ施工指針［2012年版］には 『コンクリートポンプによる、

圧送作業を行う圧送技能者は、労働安全衛生法の「特別教育」を受けた者で、か

つ、厚生労働省の「コンクリート圧送施工技能士」の１級または２級の資格を保

有するのが基本である。また、これらの資格を有するとともに、(社)全国コンク

リート圧送事業団体連合会が行う当該年度の全国統一安全・技術講習会を受講し

ている者を配置するのがよい 』と解説に記載されている。。

６）コンクリートを打設する時は必ず1回／1構造物、段階確認と同様に監督職員に連

絡を行うこと。

3．遵守事項が守れなかった場合の措置

（１）品質に関わる措置

生コンクリートの加水行為が判明した場合は、当該構造物の除去等の改善措置を

講じること。なお、加水行為を行った生コンクリート工場は、当該工事において使

用しないものとする。

（２）運搬に関わる措置

、 。運搬に関わる遵守事項が守れなかった場合には 速やかに改善措置を講じること

（３）その他の品質確保に関わる措置

その他の品質確保に関わる遵守事項が守れなかった場合、監督職員は、必要な措

置を取るよう受注者と協議を行い、再発防止に向けて改善指示等を行う。

4．改善措置の確認及び費用負担

（ ） 、 。１ 改善措置計画等が確認されるまで コンクリート打設工事は中断するものとする

（ ） 、 、 、 、 。２ 調査 試験 改善計画 工事中断にかかるすべての費用は 受注者の負担とする

5．工事成績への適切な評価

違反行為が生じた場合、発注者は工事成績点に厳格かつ適切に反映する。
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項　目 項　目

（更新）

事前審査機関事務局の変更

４.事前審査機関事務局 ４.事前審査機関事務局

財団法人　道路保全技術センタ－　近畿支部 （株）　日本道路建設業協会　関西支部

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２８．アスファルト
混合物事前審
査制度の認定

書の適用につい
て

２９．アスファルト
混合物事前審
査制度の認定

書の適用につい
て
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項　目 項　目

（更新）

・平成２４年７月２８日　技第９８号の１

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２９．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

３０．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

県 内 業 者 ・ 県 内 産 建 設 資 材 の 活 用 に つ い て

こ の こ と に つ い て 、 従 来 か ら 入 札 条 件 等 に よ り 、 請 負 業 者 に 対 し 、 下 請 業 者 に つ
い て 県 内 建 設 業 者 の 選 定 、 及 び 建 設 資 材 ・ 物 品 等 に 県 内 産 品 の 使 用 す る こ と と し て
い る が 、 県 内 の 景 気 は 依 然 厳 し く 財 政 状 況 も 逼 迫 し て い る こ と か ら 、 以 下 の と お り
よ り 一 層 の 優 先 使 用 を 図 る こ と と す る 。

１ ． 下 請 人 の 県 内 建 設 業 者 の 優 先 選 定

請 負 業 者 は 、 下 請 契 約 を 締 結 す る 場 合 に は 、 当 該 契 約 の 相 手 を 「 県 内 に 主 た る
営 業 所 」 を 有 す る も の の 中 か ら 選 定 す る よ う 努 め る こ と 。

２ ． 資 材 等 の 県 産 品 優 先 調 達

（ １ ） 請 負 者 は 、 地 場 産 業 の 活 性 化 を 図 る た め 、 建 設 資 材 ・ 物 品 等 調 達 に つ い て は
奈 良 県 産 品 の 使 用 を よ り 一 層 努 め る こ と 。
奈 良 県 産 品 と は 次 の ① か ら ⑤ に 示 す も の と す る 。
① 県 内 の 工 場 で 製 造 さ れ た 資 材 ・ 製 品
② 奈 良 県 及 び 県 内 市 町 村 、 産 業 支 援 団 体 等 の 公 的 機 関 の 補 助 を 受 け て 開 発

さ れ た 資 材 ・ 製 品
③ 県 内 企 業 が 開 発 し 、 県 外 の 工 場 で 製 造 さ れ た 資 材 ・ 製 品
④ 二 次 製 品 に お い て 、 材 料 が 県 外 製 品 で あ っ て も 、 県 内 の 工 場 等 で 製 造 ・

加 工 さ れ た も の （ 材 料 が 県 内 産 品 で 、 県 外 の 工 場 等 で 製 造 ・ 加 工 さ れ た
も の は 除 く ）

⑤ 奈 良 県 リ サ イ ク ル 認 定 製 品

（ ２ ） 請 負 者 は 、 建 設 資 材 の う ち 生 コ ン ク リ ー ト 、 コ ン ク リ ー ト 二 次 製 品 、 道 路 舗
装 材 料 類 （ ア ス フ ァ ル ト 合 材 ・ イ ン タ ー ロ ッ キ ン グ ブ ロ ッ ク 等 （ 以 下 「 ３）
品 目 」 と い う ） の 使 用 に つ い て は 次 に 示 す ① か ら ③ の 報 告 書 （ 様 式 １ ） を。
監 督 職 員 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。
① 資 材 調 達 予 定 を 工 事 着 手 前 に 報 告 【 当 初 報 告 】
② 当 初 報 告 に 変 更 ・ 追 加 が 生 じ た 場 合 【 変 更 ・ 追 加 報 告 】
③ 資 材 調 達 結 果 を 竣 工 検 査 前 に 報 告 【 完 成 報 告 】

（ ３ ） 請 負 者 は 、 ３ 品 目 で 奈 良 県 産 品 が 調 達 で き る に も か か わ ら ず 奈 良 県 産 品 以 外
を 使 用 す る 場 合 は 、 そ の 理 由 を 付 し た 書 面 （ 様 式 ２ ） を 監 督 職 員 に 提 出 す る
こ と 。 様 式 ２ の 提 出 時 期 は 、 様 式 １ と 同 じ と す る 。
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２９．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

３０．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

建設資材使用報告書(○葉中の○)
（　当初　変更　追加　完成　）

平成　　年　　月　　日

印

会 社 名

　　　　　　　　　　　　　様

氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

工 事 箇 所

請 負 金 額

購 入 先 製 造 先

業者名 所在地 業者名 所在地
備 考数 量製 品 名 規 格 単位

県内
資材
区分

製品
品目

建設資材（3品目）等使用報告書(○葉中の○)
（　当初　変更　追加　完成　）

平成　　年　　月　　日

印

会 社 名

　　　　　　　　　　　　　様

氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

工 事 箇 所

請 負 金 額

購 入 先 製 造 先

業者名 所在地 業者名 所在地
備 考数 量製 品 名 規 格 単位

県内
資材
区分

製品
品目
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２９．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

３０．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

（　当初　変更　追加　完成　）
平成　　年　　月　　日

印

建設資材使用報告書(○葉中の○)　－記載例－

県内
資材
区分

内○

製品
品目

生コンクリー
ト

50

製 品 名

生コンクリー
ト

規 格 単位

内○
コンクリート
二次製品

自由勾配側
溝

300*500*2000

コンクリート
二次製品

管渠型側溝 300*300*2000

備 考

本

高炉Ｂ
18-8-40

㎥

内○
コンクリート
二次製品

自由勾配側
溝ふた

T-25
300用

枚

内×

内○
コンクリート
二次製品

ｺﾝｸﾘｰﾄ積ﾌﾞ
ﾛｯｸ

300*400*350 ㎡

○△砕石
㈱

外×
コンクリート
二次製品

大型積みﾌﾞ
ﾛｯｸ

100*998*1000 個

内○
道路舗装材料
類

ｱｽﾌｧﾙﾄ合材
再生密粒度ｱｽ
ｺﾝ

ﾄﾝ

△×ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

△×市
△×町

◇◇合材
工場㈱

○○市
◇◇町

◇◇合材
工場㈱

○○市
◇◇町

△×ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

△×市
△×町

○□ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

○○市
□□町

○□ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

○○市
□□町

○○市
△△町

○△砕石
㈱

○○市
△△町

㈱×△ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ

×□市
×□町

㈱×△ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ

×□市
×□町

○□ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

○○市
□□町

○□ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

○○市
□□町

○○生コ
ン会社㈱

○○市
○○町

○○生コ
ン会社㈱

○○市
○○町

購 入 先 製 造 先

業者名 所在地 業者名 所在地

270

800

200

450

90

氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

工 事 箇 所

請 負 金 額

本

数 量

1,000

○△□土木事務所
所長　◎◎　□□　　様

会 社 名

納入契約を締結する企業名
（メーカ、工場、商社、問屋
等）、所在地

建設資材の製造工
場名、所在地内○：購入先、製造先とも県内企業。

内×：製造元が県内にあるにもかかわらず県外品
　　　を使用した場合。
外○：県内で製造されていないものを、県内の商社
　　　等を利用して購入した場合。
外×：県内で製造されていないものを直接メーカー
　　　、製造元と納入契約又は、県外の商社等を利
　　　用し納入契約を締結した場合。

建設資材（３品目）等使用報告書(○葉中の○)
（　当初　変更　追加　完成　）

平成　　年　　月　　日

印

製 品 名

生コンク

リート

規 格 単 位
県内
資材

区分

○

製品
品目

生コンク

リート

コンクリー

ト二次製品

自由勾配側
溝

300*500*2000 50

㈱×△ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ

×□市
×□町

㈱×△ｺﾝ
ｸﾘｰﾄ

×□市
×□町

備 考

本

高炉Ｂ
18-8-40

㎥
○○生コ
ン会社㈱

○○市
○○町

○○生コ
ン会社㈱

○○市
○○町

コンクリー

ト二次製品

自由勾配側

溝ふた

T-25

300用

コンクリー

ト二次製品
管渠型側溝 300*300*2000

枚

コンクリー

ト二次製品

ｺﾝｸﾘｰﾄ積ﾌﾞ

ﾛｯｸ
300*400*350 ㎡

○△砕石

㈱

ﾄﾝ

△×ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

△×市
△×町

コンクリー

ト二次製品

大型積みﾌﾞ
ﾛｯｸ

100*998*1000
△×ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

△×市
△×町

個

道路舗装材

料類
ｱｽﾌｧﾙﾄ合材

再生密粒度ｱｽｺ
ﾝ

◇◇合材
工場㈱

○○市
◇◇町

◇◇合材
工場㈱

○○市
◇◇町

○□ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ㈱

○○市

□□町

○□ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ㈱

○○市

□□町

○○市

△△町

○△砕石

㈱

○○市

△△町

○□ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

○○市
□□町

○□ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ㈱

○○市
□□町

購 入 先 製 造 先

業者名 所在地 業者名 所在地

270

800

200

450

90

氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

工 事 箇 所

請 負 金 額

本

数 量

1,000

○△□土木事務所
所長　◎◎　□□　　様

会 社 名

記入例

納入契約を締結する企業名（メー
カ、工場、商社、問屋等）、所在地 建設資材の製造工場名、

所在地

○：奈良県産品（３品目）を使用した場合。
×：上記以外の資材を使用した場合。
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

２９．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

３０．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

（　当初　変更　追加　完成　）
平成　　年　　月　　日

印

奈良県内産資材を使用しない理由書(○葉中の○)

会 社 名

　　　　　　　　　　　　　様

製 品 名 理 由

氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

工 事 箇 所

請 負 金 額

製品
品目

（　当初　変更　追加　完成　）
平成　　年　　月　　日

印

奈良県内産品資材を使用しない理由書(○葉中の○)

会 社 名

　　　　　　　　　　　　　様

製 品 名 理 由

氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

工 事 箇 所

請 負 金 額

製品
品目
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

２９．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

３０．県内業者・
県内産建設資
材の活用につ
いて

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

（　当初　変更　追加　完成　）
平成　　年　　月　　日

印

奈良県内産資材を使用しない理由書(○葉中の○)　－記載例－

インターロッキング 具体的・簡潔に理由を記載して下さい。

Ｌ型擁壁 具体的・簡潔に理由を記載して下さい。

【記載例】

×　購入単価が安価なため　→　○　購入単価が県内業者に比べて10%安価なため

製品
品目

生コンクリー
ト

製 品 名

生コンクリート 具体的・簡潔に理由を記載して下さい。

コンクリート
二次製品

ボックスカルバート 具体的・簡潔に理由を記載して下さい。

×　購入単価が安価なため　→　○　運搬距離が短いため、購入価格が安価となる

×　以前からの取引先のため　→　○　10年前からの取引先のため（取引年数を記入）

◎○市△□町1-1

工 事 箇 所

請 負 金 額 \100,000,000

◎◎市□□町

道路舗装材料
類

コンクリート
二次製品

理 由

○○第○－○号

□□道路改良工事

住 所

工 事 番 号

工 事 名

○△□土木事務所
所長　◎◎　□□　　様

会 社 名 ◎○△□会社㈱

代表取締役　◎○　△□氏 名

（　当初　変更　追加　完成　）
平成　　年　　月　　日

印

奈良県内産品資材を使用しない理由書(○葉中の○)

Ｌ型擁壁 具体的に理由を記載して下さい。

製 品 名

生コンクリート

インターロッキング 具体的に理由を記載して下さい。

◎◎市□□町

道路舗装材料
類

コンクリート
二次製品

理 由

具体的に理由を記載して下さい。

コンクリート
二次製品

ボックスカルバート 具体的に理由を記載して下さい。

製品
品目

生コンクリー
ト

○○第○－○号

□□道路改良工事

○△□土木事務所
所長　◎◎　□□　　様

会 社 名 ◎○△□会社㈱

代表取締役　◎○　△□氏 名

住 所

工 事 番 号

工 事 名

◎○市△□町1-1

工 事 箇 所

請 負 金 額 \100,000,000

記入例
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項　目 項　目

（追加）
・引用図書の追加

・平成２４年３月引用

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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項　目 項　目

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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項　目 項　目

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）
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項　目 項　目

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

土木工事請負工事必携　新旧対照表

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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項　目 項　目

土木工事請負工事必携　新旧対照表

現行　（平成19年11月） 改正　（平成26年４月）

３１．微破壊・非
破壊試験による
コンクリート構造
物の強度測定
試行要領（案）
について
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